



















































































































































































































































































































































































●    I    ●    I    ●    ●    ●    ●    ●    ●    ●    ●    ●    ●    ●   ●     ■    ●    ●
必要はないということになります｡なぜなら､株主は会社にとって他人ではなく､法人た






t    I    I    t    I    +    +    I    I    I    I    I    t    I    I    +    I    I    +     +   I    +    I    I    +
いる近代株式会社法は､まさに､私的所有権の枠内における株式会社的変容(一定の枠内

















































































































































































































































































































































































































































































































































●    I    I    ●    ●    ●
次に問題とされるべきは､生身の肉体を持った自然人の権利能力に特有な生命･身体に







●    ●    ●    ●
思想的信念を持つとか､政治的信条を持つとか､いってみれば､自然人に特有な脳細胞を





































































































































































































































































か｣法学会雑誌36巻3-4号(87年) (拙著『株式会社法の立法と解釈』 (日本評論社刊､ 93
年) 201頁以下所収)､ ｢議決権行使の代理資格制限-最判昭和43年11月1日(民集22巻
12号2402頁)｣ 『商法の判例と論理(倉沢康一郎先生還暦記念)』所収(94年)､前掲拙著
『会社法の仕組みと働き(第4版)』 (日本評論社刊､ 06年) 208頁以下を参照されたい｡た
だ､一言だけつけ加えておけば､大規模公開型の企業形態である株式会社においては､本来
的に株主同士が見ず知らずの者同士であり､会社側もまた株主の顔など把撞しょうがない｡
そこで､どのような馬鹿馬鹿しい事態になっているかといえば､いわゆる議決権行使書を持っ
て行きさえすれば､赤の他人であろうと株主総会には出席でき､非株主の息子や娘が親から
の委任状を持って行き､まじめにそれを提示すると出席を拒否されるということが現実に起
きているのです｡大規模公開型企業形態たる株式会社においては､本来的に株主が誰である
かは問わないということなのです｡株主総会の撹乱防止のためというが､株主総会の撹乱な
どはそれなりの理由がある場合に､大概が株主自身によって起こされるべくして起こされる
のであって､合理的な理由なき総会屋などを想定した撹乱などは議長権限でいくらでも排除
できるはず｡株主総会の撹乱防止のために､ご丁寧に代理資格を株主に限るなどという､防
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止にもまったくならない無意味な制約を設けるなど､あまりにも姑息にすぎる恥ずべき制約
であるとしかいいようがない｡後生大事にそんなナンセンスな約束事にこだわり続けるの者
は､ ｢株主総会は社会に開かれた窓である｣という至言をもっともっと噛みしめるべきであ
る｡株主総会はもっともっと開放的で柔軟であるべきである｡
以上､思いつくままに書き連ねてきたが､他にも､<取締役の責任の一部免除につい
て>(前掲拙著『会社法の仕組みと働き(第4版)』 295頁以下参照)､<株主代表訴訟の現
在の問題状況>(前掲拙著『会社法の仕組みと働き(第4版)』 307頁以下参照)､<コーポ
レート･ガバナンスにおける監査役(会)制度の役割><監査役の業務監査権限は妥当性
監査に及ぶか適法性監査に止まるか>等々､多少なりとも筆者独自の視点から語らなけれ
ばならないと思われるテーマは多数あるが､そろそろ与えられた紙幅を大幅にオーバーし
ていることもあり､残された問題については､いずれ機会があればということで､この辺
りで当面の筆を置かせていただくこととさせていただきます｡あるいは独りよがりな駄論
にお付きあわせしたのではないかと恐るるばかりでありますし､いずれにせよ､きわめて
大雑把で不十分なものにすぎないという､慨梶たる思いから逃れることもできませんが､
自分なりの研究の軌跡の一応の振り返りの機会を与えていただいたことは､筆者自身にとっ
ては大いに意義のあることであったと感じております｡最後になりましたが､このような
機会をお与えいただいた法学研究所の皆様に､心より感謝申し上げて筆を置かせていただ
きます｡
(にいやま　ゆうぞう　専修大学名誉教授)
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